
◎所得税法等の一部を改正する法律 
（令和三年三月三一日法律第一一号）   

一、 提案理由（令和三年二月一六日・衆議院財務金融委員会） 

○麻生国務大臣 ただいま議題となりました所得税法等の一部を改正する法律案につき

まして、提案の理由及びその内容を御説明申し上げます。 

 政府は、ポストコロナに向けた経済構造の転換及び好循環の実現、家計の暮らしと民

需の下支え等の観点から、国税に関し、所要の改正を一体として行うため、本法律案を

提出した次第であります。 

 以下、この法律案の内容につきまして、御説明申し上げます。 

 第一に、ポストコロナに向けた経済構造の転換及び好循環の実現を図るため、デジタ

ルトランスフォーメーション及びカーボンニュートラルに向けた投資を促進する措置を

創設するとともに、認定事業適応法人の欠損金の損金算入の特例を設けることといたし

ております。また、中小企業の経営資源の集約化による事業再構築等を促すための準備

金制度の創設等を行うこととしております。 

 第二に、家計の暮らしと民需を下支えするため、住宅ローン控除制度の特例の延長等

を行うこととしております。 

 このほか、土地の売買等に係る登録免許税の特例等について、その適用期限の延長や

整理合理化等を行うことといたしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願いを申し上げます。 

二、衆議院財務金融委員長報告（令和三年三月二日） 

○越智隆雄君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、財務金融委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、所得税法等の一部を改正する法律案について申し上げます。 

 本案は、ポストコロナに向けた経済構造の転換及び好循環の実現を図るため、デジタ

ルトランスフォーメーション及びカーボンニュートラルに向けた投資を促進する措置を

創設するとともに、家計の暮らしと民需を下支えするため、住宅ローン控除制度の特例

の延長等を行うものであります。 

 本案は、去る二月九日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、当委員会に

付託され、十六日麻生財務大臣から趣旨の説明を聴取した後、二十四日から質疑に入り、

本日、菅内閣総理大臣に対する質疑を行い、質疑を終局いたしました。次いで、討論を

行い、採決いたしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（令和三年三月二日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 日本社会の特徴でもあった分厚い中間層が減少し、低所得の貧困世帯の増加、高所

得層と低所得層の二極化が進んでいる。このような観点から、所得税や贈与税などの

在り方をあらためて見直し、所得再分配機能・資産再分配機能の強化を検討すること。 

二 高水準で推移する申告件数及び滞納税額、経済取引の国際化・広域化・ＩＣＴ化に

よる調査・徴収事務等の複雑・困難化、新たな経済活動の拡大、軽減税率制度実施等

への対応など社会情勢の変化による事務量の増大に鑑み、適正かつ公平な課税及び徴

収の実現を図り、国の財政基盤である税の歳入を確保するため、国税職員の定員確保、

職務の困難性・特殊性を適正に評価した給与水準の確保など処遇の改善、機構の充実

及び職場環境の整備に特段の努力を払うこと。 

  特に、社会的関心の高い国際的な租税回避行為や富裕層への対応、消費税の不正還

付防止への対応を強化し、更には納税者全体への税務コンプライアンス向上を図るた

め、定員の拡充及び職員の育成等、従来にも増した税務執行体制の強化に努めること。 

三 新型コロナウイルス感染症をめぐる現状を踏まえ、国税職員を含む財務省職員の健

康管理の徹底等、感染拡大防止に万全を期すとともに、必要に応じ迅速かつ適切な措

置を講ずること。 

三、 参議院財政金融委員長報告（令和三年三月二六日） 

○佐藤信秋君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、財政金融委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、所得税法等の一部を改正する法律案は、ポストコロナに向けた経済構造の転換

及び好循環の実現、家計の暮らしと民需の下支え等の観点から、国税に関し、所要の改

正を一体として行おうとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、菅内閣総理大臣に対する質疑

を行うとともに、格差是正に向け、税の再分配機能を強化する必要性、租税特別措置の

政策効果の検証の在り方、特例公債を発行できる期間を五年間とした理由、財政健全化

目標の達成に向けた道筋等について質疑が行われました。 

 質疑を終了し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民を代表して牧山ひろえ理事、

日本共産党を代表して大門実紀史委員より、それぞれ両法律案に反対、日本維新の会を

代表して音喜多駿委員より、所得税法等改正案に賛成、特例公債法改正案に反対する旨

の意見が述べられました。 

 討論を終了し、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対しそれぞれ附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（令和三年三月二六日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 日本社会の特徴でもあった分厚い中間層が減少し、低所得の貧困世帯の増加、高所

得層と低所得層の二極化が進んでいる状況に鑑み、所得税や贈与税などの在り方を改

めて見直し、所得再分配機能・資産再分配機能の強化を検討すること。 

二 税制の公平性等を確保するため、租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告

書を踏まえ、適用実績の把握と効果の検証を十分に行うとともに、効果が不明確なも

の等は縮減・廃止するなど、租税特別措置の徹底した見直しを推進すること。 

三 高水準で推移する申告件数及び滞納税額、経済取引の国際化・広域化・ＩＣＴ化に

よる調査・徴収事務等の複雑・困難化、新たな経済活動の拡大、軽減税率制度実施等

への対応など社会情勢の変化による事務量の増大に鑑み、適正かつ公平な課税及び徴

収の実現を図り、国の財政基盤である税の歳入を確保するため、国税職員の定員確保、

職務の困難性・特殊性を適正に評価した給与水準の確保など処遇の改善、機構の充実

及び職場環境の整備に特段の努力を払うこと。 

  特に、社会的関心の高い国際的な租税回避行為や富裕層への対応、消費税の不正還

付防止への対応を強化し、更には納税者全体への税務コンプライアンス向上を図るた

め、定員の拡充及び職員の育成等、従来にも増した税務執行体制の強化に努めること。 

四 新型コロナウイルス感染症をめぐる現状を踏まえ、国税職員を含む財務省職員の健

康管理の徹底等、感染拡大防止に万全を期すとともに、必要に応じ迅速かつ適切な措

置を講ずること。 

  右決議する。 

 


